



















































 - 2 - 
者の締結した契約の類型を明らかにする機能と，②当事者双方の債務の均衡を保つ機能が
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 - 8 - 
債務法改正草案におけるコーズ概念に対する態度によれば，現在まで蓄積されてきたコー
ズ概念に関する思考は，コーズ概念が条文上は採用されていなくても通用可能性を有して
いる。したがって，わが国の現行民法は，当事者間の債務負担の関連性及びその均衡への
顧慮を当然前提にしていると解することができるのではないだろうか。そして，このよう
な理解との関係を意識したうえで，契約類型の各本質的要素の関連性，並びに各契約類型
の当事者利益及び社会的利益を保護するためのあるべき構造が検討されなければならない。 
 
(2) 契約の内容調整 
 契約は社会と無関係には存在しえないことから，わが国においても，法が当事者の意思
に契約を創造する権能を付与するのは，創造しようとする契約の内容が当事者利益のみな
らず社会的利益をも保護する構造を備えていなければならないと考える余地がある。この
ように考えると，当事者利益及び社会的利益を侵害する構造を有する契約が当事者の意思
によって創造された場合には，それらを保護する構造との合致に向けた契約の内容調整は
なされてしかるべきということになる。そして，性質決定に基づく契約の内容調整とは，
契約の法的存在・効力の必須の要件である当事者の意思を基礎としつつも，当事者利益及
び社会的利益を保護するために，契約類型のあるべき構造を根拠として，これに当該契約
の内容を合致させるものである。そして，性質決定に基づく契約の内容調整は，契約の解
釈による内容調整又は公序良俗違反を理由とする契約の内容調整を利用したのでは適切に
当事者利益及び社会的利益を保護することができない場合に，契約に内在する規準を用い
ることによって妥当な結果をもたらす法技術であり，その規準の客観性と相俟って，利用
範囲が広いといえる。 
 
